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〇本市では、これまでも、中期4か年計画策定時などに、⻑期的な財政のトレン
ドを捉え、持続可能な財政運営を進めるため、将来⼈⼝推計などをもとに、
歳⼊の中⼼を占める市税収⼊の試算など、10年程度の「⻑期財政⾒通し」を
作成・公表してきました。

〇本市は、⾼齢者は増えつつも、⼈⼝全体は2019年をピークに減少していく時
代に直⾯しています。⽣産年齢⼈⼝の減少や社会保障経費の増加といった動き
が、本市財政にどう影響していくかを明らかにし、本市の将来について市⺠の
皆様とともに考えていく必要があります。そこで、平成29年度に作成した
「横浜市将来⼈⼝推計」を⽤い、2065年度までの⻑期財政推計を新たに作成
し、市⺠の皆様やその代表者である議会の皆様と共
有していくことにしました。

〇本推計は、現時点で得られるデータをもとに、統計
的な⼿法等を採り⼊れながら、将来の財政を機械的
に推計するものであり、将来の状況を正確に予測す
るものではありません。
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□社会保障経費
児童、⾼齢者、障害者、⽣活困窮者などへの⽀援の
ための費⽤や医療・介護の保険運営等に係る負担⾦
（例）保育所の運営費、障害者の⾃⽴を⽀援する費⽤、⽣活保護費

国⺠健康保険や介護保険事業などへの負担⾦など

□公債費
市債（借⼊⾦）の返済にあてる費⽤

□⼈件費
家庭ごみ収集、消防・救急、市⽴学校の教員、区役所の
窓⼝職員など市役所職員に係る費⽤
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義務的な経費の内容

横浜市債の広報マスコット
ハマサイ














